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この印刷物は環境にやさしい
大豆油インキを使用しています。

1993年の環境月間から使用している当社の環境管理のシンボル
マークです。
デザインは社内募集によるもので、緑の葉は新しい環境技術、若葉
（自然や緑化）、従業員の手を、空色の丸は私達の手で生まれた環
境設備と私たちを取り巻く地域や社会、地球を表しています。
ISO14001による環境マネジメントシステムの活動においても、このマー
クを活動のシンボルとして引き継いでいます。

環境管理シンボルマーク

本社・大津事業場

日本電気硝子株式会社

〒５２０-８６３９ 
滋賀県大津市晴嵐２-７-１
ＴＥＬ：０７７-５３７-１７００

藤沢事業場
〒２５１-００２１ 
神奈川県藤沢市鵠沼神明３-７-６
ＴＥＬ：０４６６-２６-１２１１

滋賀高月事業場
〒５２９-０２９２ 
滋賀県長浜市高月町高月１９７９
ＴＥＬ：０７４９-８５-２２３３

能登川事業場
〒５２１-１２９５ 
滋賀県東近江市今町９０６
ＴＥＬ：０７４８-４２-２２５５

若狭上中事業場
〒９１９-１５５２ 
福井県三方上中郡若狭町若狭 テクノバレー１号堤１番
ＴＥＬ：０７７０-６２-１８００

精密ガラス加工センター
〒５２５-００７２ 
滋賀県草津市笠山１丁目４-３７
ＴＥＬ：０７７-５６５-４５４１

Nippon Electric Glass（Malaysia）Sdn.Bhd.
Lot 1-7, Lion Industrial Park
Persiaran Jubli Perak, P.O.Box 7216
40706 Shah Alam, Selangor, Malaysia

Nippon Electric Glass（Korea）Co., Ltd.
145, Gongdan-dong,Gumi-City,Gyang-buk,
Korea 730-030

Nippon Electric Glass Taiwan Co.,Ltd.
No.6,Wei 6th Road,Chungkang Export 
Processing Zone,Wuchi District
Taichung City 43541, Taiwan, R.O.C.

Paju Electric Glass Co.,Ltd
883-5, Dangdong-ri, Munsan-eup, Paju-si, Gyeonggi 
Korea 413-902

Electric Glass-SVA（Shanghai）Co.,Ltd.
No.2009 Zhuanxing Road
Xinzhuang Industrial Park Minhang District
Shanghai, China 201108

Electric Glass（Korea）Co.,Ltd.
1675-29, Bangchon-ro, Munsan-eup, Paju-si, Gyeonggi
Korea 413-902
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ごあいさつ

　世界一のモノ作りを行えば、環境負荷も低減でき
る。社会環境が変わっても、私の環境に対する基本的
な考え方、また当社の施策がかわることはありません。

　ガラス溶融を事業とする当社は社会や文明が要求
するガラスを開発し提供する代わりに、原料として大量
の天然資源、工程で多くの水、エネルギーを使用してい
ます。原料の全てを製品にできれば廃棄物は０になり、
使用する資源、水、エネルギーもミニマムになります。こ
の考えのもとミニマムの水やエネルギーで原料を製品に
１００%変えることを徹底して進めています。

　またガラス事業に固有の固形廃棄物を徹底して原
料に変え社内再利用（リサイクル）するという強い信念
の元に、ガラスカレットや、排ガス処理物を原料として
窯に戻しています。

　このムダのないモノ作りの究極の姿は、結果的には
経済的にも自然環境にも優しいものとなり、生物多様
性の保全にもつながると考えています。

　当社では２０００年から「環境のビジネスプラン」とい
う独自の手法で事業活動に伴う環境負荷の低減に努
めてきました。現在、「廃棄物」の他「水」「排ガス」を含
め３つのテーマを取り上げて排出物が０となることを目
標に全社で活動を行っています。

　「廃棄物」については特にリサイクルできない「埋立
廃棄物」に着目し、製品販売重量に対する割合を指標
に、社内でのリサイクル技術の開発や社会的システム
の活用により、０．０２％にまで低減することができまし
たが、あくまでも０％を目指して活動を進めていきます。

　「水」については、モノ作りのレベルは水の使用量に表
われるという考えから社内で使用する水の役割や使い
方に目を向け、生産工程や設備の改善を図っています。
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社　　名

本　　社

創　　立

資 本 金

従業員数

事業内容

事 業 場

営 業 所

売 上 高

ホームページアドレス　http://www.neg.co.jp
お問い合わせ先　日本電気硝子株式会社　環境管理部
〒520－8639  滋賀県大津市晴嵐二丁目７番１号
Tel．077（537）1700　Fax．077（534）4967

代表取締役社長

※本報告書は日本電気硝子(株)グループを集計範囲にしています。
　対象期間は、2012年4月1日から2013年3月31日
  （海外は2012年１月１日から2012年12月31日）までです。

日本電気硝子株式会社
Nippon Electric Glass Co., Ltd.

滋賀県大津市晴嵐二丁目７番１号
〒520－8639　Tel．077（537）1700（代表）

1949年（昭和24年）12月1日

32,155百万円（2013．3末現在）

1,835名

●電子・情報用ガラス
　液晶ディスプレイ用ガラス／
　プラズマディスプレイ用ガラス／
　ブラウン管用ガラス／光関連ガラス／
　電子デバイス用ガラス／太陽電池用ガラス

●その他用ガラス
　ガラスファイバ／建築用ガラス／耐熱ガラス／
　照明用ガラス／医療・理化学用ガラス／
　魔法びん用ガラス

大津事業場　藤沢事業場　滋賀高月事業場
能登川事業場　若狭上中事業場
精密ガラス加工センター

大阪営業所  東京営業所

I N D E X

　次に「排ガス」ですが、ガラス溶融時に発生する排ガ
ス中には、原料から揮発する成分が含まれています。そ
こで捕集物を原料に変えるプロセスを開発し、原料と
して１００％リサイクルすることを進めています。更に根
元的揮発そのものを抑える溶融方法の開発を進め２０
０４年度に比べ、揮発量を１／３以下にまで低減するこ
とができました。これからも溶融方法の改善を進めて、
より揮発の少ない生産工程を目指していきます。

　温室効果ガス排出削減の取組みでは、ガラス溶融
炉の酸素燃焼方式の導入や燃料転換で改善を進めて
きました。モノ作りのレベルが上がることでエネルギー
の消費量が減りCO₂の削減につながります。

　製品では、有害化学物質を含まないガラスの開発は
もとより種々の省エネ機器や創エネ機器に使用される
ガラス部材の開発提供を通じて持続可能な社会の発
展に貢献しています。また、このような製品の開発力と
提案力を高めるための新たな研究開発の拠点「P＆P
技術センター大津」を開設しました。これからもより一
層社会に貢献する製品を創出するよう努めてまいりた
いと思います。

　私たちは、「環境との調和」を企業理念の一翼に掲
げ、日々活動を行っています。これからも世界一のモノ
作り効率を実現することで環境負荷の低減を徹底的
に追及していきます。

　ここに「環境報告書２０１３」をまとめました。私たち
の環境への取り組みとその現状について、ご一読いた
だき、ご意見を頂戴できれば幸いに存じます。
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「ガラス事業に固有の固形廃棄物は社内再利用を徹
底すること」を基本に、リサイクルに着目し下図のよう
な独自の分類概念を設定しました。リサイクルされず
埋立処分されてしまう廃棄物量の削減に務めてきまし
た。下記のグラフはスタート時点からの推移を表した
ものですが、国内では２００９年度に埋め立て処分量

／製品販売重量の０．１％以下を達成し、２０１２年度
は０．０２％にまで減らすことができました。ゼロを目
指して毎年削減に取り組んでいます。海外子会社を含
めた連結では、国内に比較すると値が大きいですが、
その国の事情に合わせて削減に取り組んでいます。

環境のビジネスプラン
（廃棄物の削減）1

水のビジネスプランの目的はガラス溶融、成型、加工、
洗浄などのあらゆる工程において、目的に沿った正し
い水の使用方法と管理方法を追求して工程改善を進
めることです。現状の水の使い方に疑問を持って取り
組むことにより、あらゆる工程の完成度を上げると同

時に、水の使用量、排水量の削減に結びつけていきま
す。下図は２０１２年度に社内に入る水と、使用する水、
社外に出ていく水の量を図にしたものです。社内で水
処理を行い再使用することで社外に出ていく水、また
社内に入る水の量も削減する活動を続けています。

環境のビジネスプラン
（水の削減）2

［製品販売重量に対する中間処理および埋立処分される固形廃棄物（Ｄ）の比率］
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環境マネジメントシステム
1999年8月27日にISO 14001の認証を、国内全事業場で一括取得しました。現在、環境マネジメントシステムを
図のような組織図の下に、運用しています。

環境管理担当役員が議長となり、社長以下各事業部の代表者
が出席します。海外子会社からも必要に応じて参加し、社長の
環境方針に対する具体的な環境保全活動の共有化を図ってい
ます。環境のビジネスプランの実績報告と推進を主要テーマと
し、環境保全活動の審議の場となっています。

環境運営会議
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２０１２年度は全社で５２件の目標が設定され、４９件が目標を達成しました。
未達成については２０１３年度に引き続き目標達成に取り組んでいます。

環境教育

環境管理計画の推進

例年行っている内部環境監査員養成コースを１コース（２６名）実施し、内部環境監査員の充実を
図りました。また、昨年度内部環境監査員養成コースを受講した人を主対象にフォローアップ教育
（２１名）を実施し、内部環境監査員のレベルアップを図りました。

地球環境の保全は、２１世紀において、文明と人類の繁栄に不可欠の最重要課題である。日
本電気硝子はハイテクガラスの創造と高品質製品の供給により、社会と文明の進歩に貢献
している。また、地域社会・自然と調和し、地球環境と共生して行くために、自社の技術開発と
活用を推し進め、ガラス事業を通じて地球環境の保全と循環型社会の実現に寄与する。

当社及びグループ会社におけるＩＳＯ １４００１の認証取得
状況は次の通りです。　　　　　　　

この環境憲章のもとに、環境マネジメントシステムを運営してい
ます。ISO１４００１の環境方針に相当します。　　

指針 廃棄物削減 省資源 省エネルギー 汚染予防・化学物質管理 その他 合計
10 8 12 18 4 52
10 8 11 17 3 49

目標
達成

［環境理念］

１.廃棄物の発生を抑制し、ガラス事業固有の廃棄物のリサイクルを徹底する。廃棄物
排出のミニマム化により、環境負荷の低減を図る。

２.世界一の効率をめざす技術の開発・活用で、省資源・省エネルギーを達成し、環境
負荷の低減を図る。

３.２１世紀に適合する汚染の予防に努力し、地域社会との共生をめざす。
４.関連する環境法規制並びに当社が同意した協定等を遵守するにとどまらず、自主管
理基準を掲げ、環境整備の徹底につとめる。

５.化学物質の取り扱いと管理を徹底し、特に有害化学物質の使用の抑制につとめる。
６.環境目的及び目標を設定し、全員参加の環境保全活動により、その達成をめざす。そ
して、環境マネジメントシステムと環境パフォーマンスを継続的に改善する。
７.関係会社に環境に関連する支援を行い、力を合わせて地球環境、自然の保護に取り
組む。

なお、当憲章は従業員並びに関係会社に周知させ、社外の要求に応じて開示する。

［行動指針］
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環境マネジメントシステム
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下図は，製品販売重量に対する水の量の比率の推移を
表したものです。３つの指標で表しており、それぞれ１トン

の製品を販売するのに新たに取り入れた水、工程内で
使用／循環させている水、そして排水した水の量です。

目的は、「排ガス中に含まれるガラス原料からの揮発
成分は、排ガス処理装置で捕集してリサイクルするだ
けでなく、溶融段階での揮発量そのものを抑えること

で減少させるべきである」とのコンセプトのもと、ガラ
ス原料からの揮発が少ない溶融方法を追求し、環境
負荷の低減に努めることです。

上の図は、「ガラス販売重量に対するガラス溶融炉中
の原料から揮発する揮発量の比率」を指標に、当社
の主力事業である液晶板ガラスの比率の推移を示し
たものです。本ビジネスプラン開始前の 2004 年度に

比べて徐々に揮発率は低下し、2009 年度には揮発
率を開始前の1／3にまで低減することができました。
今後もガラス溶融炉からの揮発を低減するために
様 な々工夫を行っていく予定です。

環境のビジネスプラン
（窯からの揮発量の削減）3
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当社の温暖化対策

自社開発したバーナーとガラス溶融炉の設計により、
１９９３年に日本で初めて酸素燃焼方式のガラス溶
融炉を導入しました。酸素燃焼炉は空気燃焼炉に
比べて、生産重量あたりの二酸化炭素発生量を約２
割抑制することができます。ガラス溶融炉の改修の

機会に転換し、現在では３４基の酸素燃焼炉を保
有しています。
炉数はここ数年大きな増加はありませんが、エネル
ギー効率に優れた酸素燃焼炉を採用しています。

酸素燃焼のポイントは、空気の８０％を構成し、しか
も燃焼・加熱に関係しない「窒素」を排除することで
す。このため、窒素が高温下で酸化されてできるサー
マルＮＯｘ（窒素酸化物）がほとんど発生しません。

排ガス量も大幅に減少し、熱効率も向上するため、燃
料使用量が削減でき、二酸化炭素の排出量も抑制で
きます。また、炉資材の使用量も大幅に減少します。
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下図は，製品販売重量に対する水の量の比率の推移を
表したものです。３つの指標で表しており、それぞれ１トン

の製品を販売するのに新たに取り入れた水、工程内で
使用／循環させている水、そして排水した水の量です。

目的は、「排ガス中に含まれるガラス原料からの揮発
成分は、排ガス処理装置で捕集してリサイクルするだ
けでなく、溶融段階での揮発量そのものを抑えること

で減少させるべきである」とのコンセプトのもと、ガラ
ス原料からの揮発が少ない溶融方法を追求し、環境
負荷の低減に努めることです。

上の図は、「ガラス販売重量に対するガラス溶融炉中
の原料から揮発する揮発量の比率」を指標に、当社
の主力事業である液晶板ガラスの比率の推移を示し
たものです。本ビジネスプラン開始前の 2004 年度に

比べて徐々に揮発率は低下し、2009 年度には揮発
率を開始前の1／3にまで低減することができました。
今後もガラス溶融炉からの揮発を低減するために
様 な々工夫を行っていく予定です。
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〈燃料使用量の推移〉

当社では、ガラス溶融炉に使用する燃料を重油から、
より二酸化炭素発生量の少ない燃料に転換してきて
います。重油や灯油からＬＰＧ、さらには、都市ガス
へと燃料転換することにより、二酸化炭素の排出削

減を進めています。能登川事業場、滋賀高月事業場
までパイプラインが延伸され、順次、都市ガスへと切
り替えが進み、2010年に全事業場において重油を使
用するガラス溶融炉はなくなりました。

ガラス溶融炉の
燃料転換2

ガラス原料を溶融するための燃料には、各種燃料を
状況に応じて単独あるいは併用して使用しています。
電力による加熱は、液体燃料や気体燃料による加熱
とは異なり、直接、電極を溶融ガラス中に挿入して通
電加熱するため、ガラスへの熱伝導効率に優れます。
例えば、当社のガラス溶融炉では、重油２５０Ｌを電
力に切り替えるために必要な電力量は約１０００kWh
です。重油２５０Ｌから発生する二酸化炭素量は６７

ガラス溶融に使用する
総エネルギーに対する電力比率のアップ3
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７kgですが、電力１０００kWhから発生する二酸化炭
素量は４８７kg(＊)で、電力比率を上げることにより二
酸化炭素の発生量を大きく削減することができます。
また、電力による加熱は化石燃料による加熱に比べ
て排ガス量も大きく削減できます。全社的にガラスの
溶融に使用する総エネルギーに対する電力比率を上
げるための取り組みを行っています。　　　
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２００８年１０月から公募が開始された、試行排出量取引スキームに全社一括で参加しています。
当社では温暖化対策に努力を払ってきたものの、二酸化炭素排出削減目標がありませんでした。
本スキームに参加することを機会に全社目標を設定し、目標達成に向けた取り組みを進めています。

２００８年度実績：基準年度比で販売重量原単位を９％改善することができました。

２００７年度を基準年度とし、２００８年度の販売重量原単位を１％改善する。

２００８年度二酸化炭素排出削減目標

※クレジット：先進国・移行経済国における温室効果ガスの排出量と相殺できる、温室効果ガスの削減・吸収量の権利

〈試行排出量取引スキームの当社の原単位実績及び目標〉

試行排出量取引スキームへ参加

原単位を大きく改善できた２００８年度を基準年度とし、さらに１％の改善を目指して活動を
行ってきました。
２００９年度実績：基準年度比で販売重量原単位を５．５％改善することができました。

２００８年度を基準年度とし、各事業部は販売重量原単位を１％改善する。

２００９年度二酸化炭素排出削減目標

２０１０年度実績：基準年度比で販売重量原単位を１３．１％改善することができました。

当社では、環境省が２００５年度より実
施している自主参加型国内排出量取引制
度に第１期から第４期まで継続参加し、
全ての期において目標を達成しました。

2008
年度

２００８年度を基準年度とし、各事業部は販売重量原単位を２％改善する。

２０１０年度二酸化炭素排出削減目標

2009
年度

２０１１年度実績：基準年度比で販売重量原単位を１４．４％改善することができました。

２００８年度を基準年度とし、各事業部は販売重量原単位を３％改善する。

２０１１年度二酸化炭素排出削減目標

２０１２年度実績：基準年度比で販売重量原単位を９．４％改善することができました。

2010
年度

〈 自主参加型国内排出量取引制度 〉

2011
年度

２００８年度を基準年度とし、各事業部は販売重量原単位を４％改善する。

２０１２年度二酸化炭素排出削減目標2012
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基準

2008年度
実績

2008年度
基準

2009年度
実績

2010年度
実績

2011年度
実績

2012年度
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省エネルギーの取り組み 土壌汚染防止対策
当社では、2006年に土壌汚染防止のために環境汚染防止設計基準を定めました。以降新規に設備を設計する場
合、あるいは既存設備を修理する機会を捉えて、この基準に従い土壌汚染防止対策を行っています。
その基本的な考え方は以下の通りです。

排水タンクの場合

液体配管の場合

①化学物質を含む液体の配管や水槽は架空状態で設置する。
②漏洩の有無を確認できる空間を作る。
③万一、配管や水槽から漏洩が生じても土壌汚染が生じないように対策を講じる。

架空状態で設置し、漏えいを容易に発見
できる様にします。内部は二重底にして
常にドライな底面としています。

架空状態で配管を設置し、かつ二重配管とする
ことで、漏洩防止と漏洩の発見を容易にしてい
ます。

容器の受け皿の場合

容器は架空状態で設置し漏洩が容易に監視で
きるようにします。また、回収タンクや給排水ポ
ンプは漏洩対策の受け皿の上に設置します。

1 工場等に係る取り組み
省エネ法が改正された後、特定事業者として全社（６事業場と２事務所）に対してエネルギー使用原単位（原油換算
リットル/生産量等）削減に向けて省エネルギー施策を行ってきました。１０年度は前年度の０９年度を下回りました
が、前年度に比べ１１年度、１２年度は共に増加しており、４年度間平均でも目標未達成となっています。これは、ガラ
ス溶融炉の改良工事を温修で生産を止めながら実施したことによるものです。目標達成に向けて各事業場で計画し
た省エネ施策を確実に実施していきます。（写真は一例）

80

100

105

90

2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 4年度間平均 受電設備を集約し電力使用を効率化 水銀灯からLED 照明へ切替

〈前年度比＆4年度間平均〉

2 輸送に係る取り組み
法律が施行されてから、特定荷主として積載効率改善、輸送ルート見直し、モーダルシフト等を行ってきました。その
結果、対策の効果が表れています。今後も引き続き、これらの取り組みを推進していきます。（写真は一例）

パレット当たりの積載
板ガラス枚数アップ後の様子

写真はトラック法定積載重量に近づけた効率よい搬送を行うための工夫例

トラック当たりの積載パレット数アップ後の様子

3 建築物に係る取り組み
新たな研究開発拠点であるP＆P技術センター大津の建設に際し、様 な々省エネ対策を行いました。（写真は一例）

断熱性能に優れた外壁材 人感センサー付き照明 熱源設備の温水と冷水ポンプに高効率モーター
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環境パフォーマンス
2012年度の環境パフォーマンスは以下の通りです。
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：本報告書では、総販売重量を用いています。
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サイトレポート

1 大津事業場

低温でガラスを溶融する操業技術の改善、並びに、ガラス溶融炉の燃焼方式を空気を用いた方式から酸素を用いた
燃焼方式に転換しました。省エネルギ－効果に伴い温室効果ガスの排出量が削減でき、また、窒素酸化物の排出量
も削減できました。工場全体の総排出ガス量は４０，０００立法メートル／時未満に減少し、法律に基づき選任する大
気関係公害防止管理者の区分が第１種から第２種となり、大気環境負荷は大きく低減しました。今後も更なる大気環
境負荷の低減に努めていきます。

大震災を想定して、リスクの回避に努めています。一つは、ＰＣ
Ｂ廃棄物（電気機器）、並びに、有害化学物質を含む特別管理
産業廃棄物を適正に処理し、工場内での保管量を削減しまし
た。もう一つは、ガラス溶融炉では多量の冷却水を使用してい
ますが、長時間に渡る停電では冷却水設備が停止します。ガラ
ス溶融炉の冷却ができなくなり、高温のガラスが洩れ出す危険
があります。大型の発電機を導入して冷却水設備のバックアッ
プ電源を確保し、リスクを低減しました。

リスクの回避

排出ガス量の削減

85
263
0.2
197
614

CO2（千トン）
NOx（トン）
SOx（トン）
取水量（千m3）
埋立廃棄物量（トン）

2008 2009

105
430
0.2
261
334

2010

83
291
0.3
194
175

2011

102
331
0.2
245
757

81
130
0.3
150
994

2012
（年度）

4 能登川事業場
環境パフォーマンス 596

2,234
3.2
2033
87

CO2（千トン）
NOx（トン）
SOx（トン）
取水量（千m3）
埋立廃棄物量（トン）

2008 2009

373
1,267
5.7

1,288
3,121

2010

423
1.181
4.9

1,382
1,447

2011

562
1,778
18.0
1,892
2,521

570
2,180
6.5

1,723
768

2012
（年度）

3 滋賀高月事業場
環境パフォーマンス

今まで、循環冷却水の送水ポンプは高圧電源を使用していました。高圧電源による
リスクがあり老朽化もしていたため、インバーター制御の高効率ポンプに更新し、
年間185トンのCO₂削減となりました。

工業用循環冷却水送水ポンプの省エネ

産業廃棄物の削減に積極的に取り組んでいます。特に埋立廃棄物の削減に事業場
をあげて取り組むとともに、徹底した分別を行うことで、リサイクルの推進に繋げてい
ます。これまで産業廃棄物として処理していた電気部品なども徹底的な分別により、
有価物（売却品）として取り扱いが可能となるなど、コスト削減にも貢献しています。

廃棄物　有価物への取り組み（リサイクル）

過去に埋立廃棄物として処分されていたものの他企業でのリサイクル化に取り組みました。排ガス中のばいじんを洗
浄塔で除去して凝縮させた残渣と乾電池を他企業でリサイクルができる様になりました。今後も環境負荷の少ない方
法で処理を進めることで環境にやさしい事業活動をめざしていきます。

埋立廃棄物の他企業でのリサイクル化

厚生棟の屋上に太陽光パネルを180枚設置し、総発電量27kwの発電を7月から開始
しました。食堂にモニターを設置して、瞬時発電量・CO₂の削減量を「見える化」する
ことで、従業員へ省エネの意識づけにもなっています。当社では、様 な々特殊ガラス
を製造しており、太陽光パネルの基板ガラスも製造しています。今回導入した太陽光
パネルの基板ガラスには当社の製品が使用されています。

太陽光発電を開始　事務棟の太陽光発電再生エネルギー活用
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当事業場では、近年の電力不足を重要なリスクとして捉えています。電力の使用量を削減すべく今年は、構内外灯と構
内倉庫のＬＥＤ化を実施し、対応箇所での使用量を77％削減することができました。電力使用量の削減は永遠のテー
マとして、小さな積み重ねを継続して行っていきます。

2 藤沢事業場

電力使用量の削減
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当事業場では、近年の電力不足を重要なリスクとして捉えています。電力の使用量を削減すべく今年は、構内外灯と構
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ガラス溶融窯の排ガスを洗浄塔で湿式処理し、水蒸気排気しています。2009年には
煙突内面を耐食性ライニングに更新しました。排ガス洗浄設備からでる洗浄液からガ
ラス原料を取り出し、100％リサイクルする技術を確立しました。回収原料の品質改
善のための処理設備を拡充し、資源の有効利用と廃棄物削減に効果をあげました。

湿式排ガス処理の拡充

かつて、洪水の被害を受けた教訓から、事
業場の電気と水を守るため、設備強化を進
めています。2012年度は特別高圧変電所を
防水堤で囲み、1mの浸水にも耐えられるよ
うにしました。また、停電時にも冷却水の供
給を継続できるよう、非常用発電機の増設を
行いました。

緊急事態対応力の強化

クリーンルーム用の冷水源として、遊休設備のターボ冷凍機2台を設置しまし
た。それに伴ない白灯油を燃料にして動いていた吸収式冷温水器3台を停止
させました。これにより白灯油、1,400kℓ/年を削減できました。

5

6

若狭上中事業場

化石燃料の使用量縮小

生産量の減少にも拘らず、排水処理プラントの24時間稼動に伴い、凝集剤で
ある塩化第二鉄を24時間注入していました。排水処理プラントの設備の稼動
方式、薬品注入方法の見直しを行い、塩化第二鉄の使用量を30トン/年減少さ
せることができました。同時に汚泥の廃棄量も120トン/年減少させることがで
きました。

薬品使用量、汚泥廃棄物の削減
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精密ガラス加工センター

毎年､１２月に地域への汚染に関わる潜在的原因を検出･分析･除去するため､環境予防処置会議を開催して必要な処
置を決定しています。２０１２年度は､化学物質等の漏洩リスク軽減と地下浸透対策として､薬品貯蔵タンクの更新や化
学物質保管場所の防液提拡張､受入駐車エリア床面修理等､計画通りの予防処置を実施しました。

環境予防処置
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7 日本電気硝子（マレーシア）

日本電気硝子グループでは、２００１年に家電リサイクル法が施行されてから、廃テレビから回収されたブラウン管ガ
ラスをグループ累積で約４２万トン受け入れ、ブラウン管ガラスの原料としてリサイクルしています。２００６年からは
マレーシア工場で受け入れを開始し、そのうち約３０万トンを受け入れました。埋立処分場が不足する中、埋立廃棄
物の削減に大きく貢献しています。

家電リサイクル

ガラス溶融時に発生する揮発物を排ガス処理設備で回収し、ガラス原料にリサイクル
しています。２０１２年１年間で、約２，０００トンのリサイクル原料を再利用しました。

排ガス回収リサイクル
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液晶用基板ガラスの成形技術をさらに発展させ、無研磨で薄
さ数十μm（μm ： マイクロメートル、1μmは1,000分の1mm）
の板ガラスを成形する技術を開発しています。超薄板ガラスは、
ガラスを極限まで薄く平滑にすることでフィルムのようにしなや
かな柔軟性と軽量性を実現した、画期的な高機能材料です。
ガスバリア性（空気や水分の侵入を防ぐ性能）や耐熱性、透明
性など、樹脂では得られないガラスならではの優れた特性を有
することから、有機EL素子、電子ペーパー、固体二次電池、太
陽電池などへの活用が考えられ、将来的に次世代ディスプレイ
や新照明、エネルギーといった新たな市場への参入を目指して
います。また、その薄さ・軽量性から、省エネ・省資源性を併せ
持つ環境にやさしい素材です。一方、超薄板ガラスの「ロール
巻き連続生産」の技術開発もしています。今後も超薄板ガラス
の開発を推進し、新たな市場の開拓に挑戦していきます。

環境配慮型製品

有機 EL 照明

しなやかな超薄板ガラス

日本電気硝子はさらに「ガラス」を突き詰めて、常に新しい世界に挑戦し、社会に貢献できる製品を開発していき
ます。

超薄板ガラスの可能性

有機EL照明は水銀を含まない、環境にやさしい次世代照
明です。薄型、軽量、省電力、かつ面光源という優れたメ
リットがあり、幅広い用途が期待されています。超薄板ガラ
スがその基板として最適な素材となり、薄さ50μmの超薄
板ガラスを使用し、ガラスを用いたものとしては世界最薄※
（約100μm）の有機EL照明の試作に成功しました。超薄
板ガラスは、有機ＥＬ照明のメリットを最大限に引き出すこ
とができる素材であり、今後の事業展開に大いに期待して
います。また超薄板ガラスを使用した曲がる平面光源も試
作されています。

新照明

蛍光体ガラス

複合粉末ガラス技術を生かしてLED（発光ダイオード）や
LD（レーザーダイオード）から出る青色光を白色光に変換
する蛍光体ガラスを開発し販売しています。蛍光体ガラス
はハイパワーLEDやLDの強い光への耐光性や耐熱性、耐
水性に優れるため自動車ヘッドライトや内視鏡へ使用され
ています。

蛍光体ガラス

耐熱性に優れ、太陽光のほとんどを効率よく反射する多層膜ミラーを薄
膜技術で製造し、太陽熱発電プラント用にメーター角の大型サイズにも対
応可能な太陽光反射ミラーとして販売しています。また、太陽光反射ミ
ラーを進化させ、宇宙太陽光発電用の超薄型軽量ミラーを開発、JAXA
（宇宙航空研究開発機構）に提供しました。2030年代でのSSPS（宇宙太
陽光発電システム）の実用化に向けて、研究開発が進められています。宇
宙への資材の輸送には軽量化が不可欠なため、薄さ100μmの超薄板ガ
ラスに成膜し、1㎡当たり250gという軽さを実現しています。このミラーの
製作には当社の超薄板ガラス製造技術と薄膜技術が活かされています。
また更なる軽量化要望に応えた、1㎡当たり100gという軽さの薄さ40μm
のミラーも開発しました。

太陽光反射ミラー

ハイブリッド自動車や電気自動車にはできるだけ軽量・小型の蓄電池が
必要です。家庭でも太陽発電で創った電気を効率よく貯め、必要なときに
必要なだけ使えるようにするためにも高性能二次電池は必須です。現在広
く使用されているリチウムイオン二次電池の性能向上のために、当社は結
晶化ガラス技術を使用した電極材料を開発しています。

リチウムイオン二次電池用電極材料

再生可能エネルギーを使った発電の代表は太陽電池であり、地球に優しい技術です。当社は化合物系や色素増感
系、薄膜シリコン系などの各種太陽電池用基板ガラス、薄膜電極、低温封着ガラスの開発を進め、また太陽光発電
に用いられる各種材料を開発しています。

エネルギー

化合物系太陽電池用の基板ガラスを量産販売しています。化合物系太陽
電池は、ガラス基板上に形成した化合物薄膜で光を効率的に吸収し発電
する新たなタイプの太陽電池です。当社は太陽電池向けのガラス部材の
中でも、高機能で付加価値の高い基板ガラスの分野で市場参入を目指し
てきました。また、熱処理工程においても熱変形を生じない高歪点特性や
薄膜形成に適した高い表面精度など、優れた機能を有しています。また、
この基板ガラスに太陽電池パネル製造の高温プ
ロセスに耐えうる耐熱性を持ち、化学的安定性
にも優れた丈夫な透明電極膜の一種である
FTO膜を薄膜技術により膜付けした太陽電池用
FTO膜付き基板ガラスを色素増感系や薄膜シリ
コン系の太陽電池用に販売しています。

太陽電池用基板ガラス

太陽電池用基板ガラス

太陽光反射ミラー

電極材料

写真提供：JAXA
マイクロ波タイプのSSPS

太陽電池用 FTO 膜付き基板ガラス

有機ＥＬ照明
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有機ＥＬ照明
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環境コミュニケーション

１９８１年から始まった県下恒例の「びわ湖一斉清掃」は２０１２年から
「びわ湖市民清掃」に名前を代え、今年も実施されました。当社では今
年度もボランティア参加し、地域の方 と々ともに美化清掃活動を行うこ
とにより、地域社会とのコミュニケーションの一助ともなっています。

びわ湖市民清掃

現在、当社ではアスベストの取り扱い作業はありませんが、建屋へのアスベストの吹付けと非飛散性のスレー
トが存在しています。アスベスト吹付け箇所は除去、封じ込め、囲い込みの対応を行い、２００６年９月に全
ての事業場において対策を完了しています。また、２００５年８月以降、年に１度、アスベストの環境測定を
行っていますが、環境基準を超えたことはなく、アスベストの飛散がないことを確認しています。

アスベスト

各事業場では工場周辺の清掃活動を定期的に行っています。また、液晶
板ガラスの工程見学等を通して、当社の事業活動や環境への取り組み
姿勢などを紹介する機会を設けたり、夏には納涼祭を開催し、地域の
方 と々の交流を図っています。

地域との共生

ＰＣＢ機器の廃棄はＰＣＢ特別措置法で平成３９年までに処分をしな
ければなりません。当社も法に従い厳重に保管してきましたが、滋賀県
の事業場が保管する高濃度品については２０１１年３月に日本環境安
全事業株式会社大阪事業所に処分を委託するため運搬しました。神奈
川県の藤沢事業場では保管を継続しており、処理の順番を待っている
状況です。また、低濃度品については、各事業場で引き続き適正な保管
と順次適切な処理を行っています。委託に先立ち日本環境安全事業株
式会社大阪事業所を訪問し、処理方法を確認しました。

ＰＣＢの適正保管・処分

滋賀県では公共的場所の美化および保全のため、県民、事業者等が当該場所をボランティアで美化清掃す
る淡海エコフォスター制度を創設し、地域活動を推進しています。能登川、大津、両事業場ではこの制度に
参加し、毎月１回、琵琶湖岸や周辺道路等の美化保全活動を行っています。

淡海エコフォスター制度

苦情問題
騒音関係
その他

3件
2件

・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・

２０１２年度は全社で５件の苦情をいただいています。
※これらの苦情に対しては即時原因究明して
　具体的対策を講じ、問題解決への取り組みを
　行っています

2006年7月1日、EUで電気・電子機器部品における特定有害物質の使用を規制
する指令（RoHS指令）が施行されました。その特定物質の一つである鉛は、優
れた特性をガラスに与えるので広く使用されてきましたが、当社では鉛を含まなく
ても同等の機能を発揮するガラス製品の開発を積極的に進めています。マンモグ
ラフィー向け鉛フリー放射線遮蔽用ガラスは、その成果の一例です。その他、
FPD用基板ガラスをはじめ、環境負荷物質を含まない多様なガラスの開発を進
めています。

環境負荷物質を含まないガラス

新たな研究開発拠点「P＆P技術センター大津」を開設しました。最新鋭の
高精度、高機能な分析・測定装置を導入し、それらに最適な設置環境を
構築することにより従来以上に機能的な開発業務が行えるようになり、社
会の要求に対応した製品の開発力と提案力を高め、社会に貢献する製品
の創出に努めていきます。

「Ｐ＆Ｐ技術センター大津」の開設

光・電子デバイスの小型化が可能となり、省エネ、省資源につながる多様な
部品や素材を製造しています。一例として、光ピックアップ用や光通信素子
用に光学ガラスを超精密加工した一辺0.5～2.0mmの微小プリズムを量産
しています。また、薄板ガラス技術のアプリケーションの一つとして、液晶レ
ンズの開発を進めてきました。液晶レンズは電圧により液晶分子配向を制
御し、レンズとしての役割を果たします。このことから、可動部のない低消費
電力の高信頼性を持つ肉薄のオートフォーカス／ズームレンズができます。

エコ（省エネ＆省資源）

当社の基幹技術はガラスです。ガラスの技術をどこまでも深める一方で、ガ
ラスと樹脂との複合化技術によってさらに高機能な製品を開発しています。
特に、薄板ガラスと樹脂を組み合わせるとガラス特有の表面特性を持った
割れにくい軽量材料ができます。

電子・情報用ガラス

ガラスと樹脂の複合化

撮影協力：医療法人誠光会 
　　　　　草津総合病院（滋賀県）

マイクロプリズム

液晶レンズ

ガラス

超薄板ガラス－樹脂積層体

樹脂板
ガラス
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環境会計
（単位　百万円）

（単位　百万円）

2012年度

主な取組の内容分　類 2012.4.1～2013.3.31

①

②

③

公害防止のための維持管理コスト

地球環境保全のためのコスト

資源循環のためのコスト

グリーン調達、製品リサイクル、容器・包装
リサイクル、環境保全対応等に要したコスト

環境教育の実施、ＩＳＯ１４００１のシステム構築維持管理、
環境負荷測定等のコストと環境管理専任者の人件費

環境配慮型製品開発に関連する費用、
環境負荷低減のための製造技術関連費用

内
　
訳

（1）事業エリア内
　   コスト

（2）上・下流コスト

（3）管理活動コスト

投資額 費用額

2,726

959

1,072

695

4

20

―

8

1

2,759

投資額

9,426

3,403

1,432

4,592

586

545

16

307

159

11,039

費用額

（4）研究開発コスト

地域社会との共生のための美化・緑化活動、
地域社会への支援、環境関連広告等のコスト、緑地化（5）社会活動コスト

環境修復費用（6）環境損傷コスト

生産活動により事業
エリア内で生じる環
境負荷を抑制するた
めのコスト

生産活動に伴って上
流叉は下流で生じる
環境負荷を抑制する
ためのコスト

管理活動における環
境保全コスト

研究開発活動におけ
る環境保全コスト

社会活動における環
境保全コスト

環境損傷に対応する
コスト

総　　計

2012年度内　容　等項　目

ガラス溶解炉の定期修繕及び生産合理化投資、
主要製品製造における生産性改善投資など投資総額 24,323

6,833

12

0

平面ディスプレイ用ガラス、電子デバイス用ガラス
その他の製品開発、生産技術開発・改良など研究開発総額

金属くず、レンガくず等の売却（1）の③に係る有価物等の売却額
（2）に係る有価物等の売却額

2011年度

2011.4.1～2012.3.31

4,799

2,233

2

2,564

26

53

―

3

43

4,924

8,176

3,687

122

4,367

598

572

213

330

744

10,663

2011年度

81,950

6,464

6

0

期待される金額効果効 果設 備 導 入 例

排ガス集塵品の原料化

空調設備の運用改善

排水プラントの運用改善

照明のLED化

太陽光発電

13,400万円／年

8,400万円／年

430万円／年

　　   50万円／年

30万円／年

原料購入費用の削減

燃料購入費用の削減

薬品使用量・廃棄物の削減

電力使用量の削減

電力使用量の削減

効  果

費用額・投資額について、環境に直接関わる明確な発生コストだけを集計しました。
製造設備や研究開発については環境に係わる部分だけを抽出しています。

注）

・新規購入原料の削減　　　 ・特別管理産業廃棄物の削減　・薬品使用量の削減　

・新水、下水使用量の削減　　・電力使用量の削減

２０１２年度の「第一種指定化学物質の排出量及び
移動量の届出書」を該当する６事業場がそれぞれ県
知事に提出しました。全社の総排出量は５．３トン

（概数）（対２０１１年度比３１％増）、総移動量は６
５６トン（概数）（対２０１１年度比２７％減）、で該当
物質は下記の１３種類です。

PRTR排出量（2001年度）

PRTR移動量（2001年度）

28％

総排出量
20,294kg

34％
28％

5％5％

総移動量
723,857kg

76％

14％

5％ 4％
2％

PRTR排出量（2011年度）

PRTR移動量（2011年度）

スチレン
トルエン

鉛化合物
その他

アンチモン及びその化合物砒素及びその無機化合物ホウ素化合物
ふっ化水素及びその水溶性塩

〈2012年度実績〉
該当物質
アンチモン及びその化合物
インジウム及びその化合物
塩化第二鉄
クロム及び三価クロム化合物
コバルト及びその化合物
スチレン
トルエン
鉛化合物
ニッケル化合物
砒素及びその無機化合物
フタル酸ジ-n-ブチル
ふっ化水素及びその水溶性塩
ほう素化合物
　　　　　　　 合　　計

大気への排出量 水域への排出量 移動量（下水） 移動量（廃棄物）
6
0
0
0
0

1,100
2,000
12
0
0
0
0

2,040
　5,158

0
7
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

160
167

0
0
0
0
0
0
0
0
2
0
0
5

626
633

1,808
91
0
5

320
0
0

44,800
0

25,770
36

　961
581,397
655,188

（kg/年）

PRTR排出量（2012年度）

PRTR移動量（2012年度）

4％7％

3％

総排出量
4,059kg

20％

77％

総移動量
892,975kg

6％
10％

84％

PRTR報告

21％

総排出量
5,325kg

38％

41％

総移動量
655,821kg

89％
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環境会計
（単位　百万円）

（単位　百万円）

2012年度

主な取組の内容分　類 2012.4.1～2013.3.31

①

②

③

公害防止のための維持管理コスト

地球環境保全のためのコスト

資源循環のためのコスト

グリーン調達、製品リサイクル、容器・包装
リサイクル、環境保全対応等に要したコスト

環境教育の実施、ＩＳＯ１４００１のシステム構築維持管理、
環境負荷測定等のコストと環境管理専任者の人件費

環境配慮型製品開発に関連する費用、
環境負荷低減のための製造技術関連費用

内
　
訳

（1）事業エリア内
　   コスト

（2）上・下流コスト

（3）管理活動コスト

投資額 費用額

2,726

959

1,072

695

4

20

―

8

1

2,759

投資額

9,541

3,368

1,447

4,726

938

606

16

328

158

11,587

費用額

（4）研究開発コスト

地域社会との共生のための美化・緑化活動、
地域社会への支援、環境関連広告等のコスト、緑地化（5）社会活動コスト

環境修復費用（6）環境損傷コスト

生産活動により事業
エリア内で生じる環
境負荷を抑制するた
めのコスト

生産活動に伴って上
流叉は下流で生じる
環境負荷を抑制する
ためのコスト

管理活動における環
境保全コスト

研究開発活動におけ
る環境保全コスト

社会活動における環
境保全コスト

環境損傷に対応する
コスト

総　　計

2012年度内　容　等項　目

ガラス溶解炉の定期修繕及び生産合理化投資、
主要製品製造における生産性改善投資など投資総額 24,323

6,833

10

0

平面ディスプレイ用ガラス、電子デバイス用ガラス
その他の製品開発、生産技術開発・改良など研究開発総額

金属くず、レンガくず等の売却（1）の③に係る有価物等の売却額
（2）に係る有価物等の売却額

2011年度

2011.4.1～2012.3.31

4,799

2,233

2

2,564

26

53

―

3

43

4,924

8,176

3,687

122

4,367

598

572

213

330

744

10,663

2011年度

81,950

6,464

6

0

期待される金額効果効 果設 備 導 入 例

排ガス集塵品の原料化

空調設備の運用改善

排水プラントの運用改善

照明のLED化

太陽光発電

13,400万円／年

8,400万円／年

430万円／年

　　   50万円／年

30万円／年

原料購入費用の削減

燃料購入費用の削減

薬品使用量・廃棄物の削減

電力使用量の削減

電力使用量の削減

効  果

費用額・投資額について、環境に直接関わる明確な発生コストだけを集計しました。
製造設備や研究開発については環境に係わる部分だけを抽出しています。

注）

・新規購入原料の削減　　　 ・特別管理産業廃棄物の削減　・薬品使用量の削減　

・新水、下水使用量の削減　　・電力使用量の削減
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この印刷物は環境にやさしい
大豆油インキを使用しています。

1993年の環境月間から使用している当社の環境管理のシンボル
マークです。
デザインは社内募集によるもので、緑の葉は新しい環境技術、若葉
（自然や緑化）、従業員の手を、空色の丸は私達の手で生まれた環
境設備と私たちを取り巻く地域や社会、地球を表しています。
ISO14001による環境マネジメントシステムの活動においても、このマー
クを活動のシンボルとして引き継いでいます。

環境管理シンボルマーク

本社・大津事業場

日本電気硝子株式会社

〒５２０-８６３９ 
滋賀県大津市晴嵐２-７-１
ＴＥＬ：０７７-５３７-１７００

藤沢事業場
〒２５１-００２１ 
神奈川県藤沢市鵠沼神明３-７-６
ＴＥＬ：０４６６-２６-１２１１

滋賀高月事業場
〒５２９-０２９２ 
滋賀県長浜市高月町高月１９７９
ＴＥＬ：０７４９-８５-２２３３

能登川事業場
〒５２１-１２９５ 
滋賀県東近江市今町９０６
ＴＥＬ：０７４８-４２-２２５５

若狭上中事業場
〒９１９-１５５２ 
福井県三方上中郡若狭町若狭 テクノバレー１号堤１番
ＴＥＬ：０７７０-６２-１８００

精密ガラス加工センター
〒５２５-００７２ 
滋賀県草津市笠山１丁目４-３７
ＴＥＬ：０７７-５６５-４５４１

Nippon Electric Glass（Malaysia）Sdn.Bhd.
Lot 1-7, Lion Industrial Park
Persiaran Jubli Perak, P.O.Box 7216
40706 Shah Alam, Selangor, Malaysia

Nippon Electric Glass（Korea）Co., Ltd.
145, Gongdan-dong,Gumi-City,Gyang-buk,
Korea 730-030

Nippon Electric Glass Taiwan Co., Ltd.
No.6,Wei 6th Road,Chungkang Export 
Processing Zone,Wuchi District
Taichung City 43541, Taiwan, R.O.C.

Paju Electric Glass Co., Ltd.
883-5, Dangdong-ri, Munsan-eup, Paju-si, Gyeonggi 
Korea 413-902

Electric Glass（Shanghai）Co., Ltd.
No.2009 Zhuanxing Road
Xinzhuang Industrial Park Minhang District
Shanghai, China 201108

Electric Glass（Korea）Co., Ltd.
1675-29, Bangchon-ro, Munsan-eup, Paju-si, Gyeonggi
Korea 413-902


